
名取市公告第 140 号

　名取市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年名取市条例第１１号）第４条の

規定に基づき、平成２５年度における人事行政の運営状況を次のとおり公表します。

平成２６年１１月１日

名取市長　佐々木　一十郎

１　職員の任免及び職員数に関する状況１　職員の任免及び職員数に関する状況１　職員の任免及び職員数に関する状況１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の退職の状況 （単位：人）

男

(注）　割愛とは職員が一定の手続きによって他の自治体などへ身分を移すことをいいます。

技術には、保育士や土木などの職員が含まれます。

（２）　職員の採用の状況 （単位：人）

（３）　平成２５年度中の職員採用試験の状況 （単位：人）
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（４）　部門別職員数の状況と主な増減理由

（平成２６年４月１日現在）

退職者の不補充等

瓦礫処理終了に伴う業務減等

業務移管に伴う業務減等

退職者の前倒し採用

新部署設立に伴う業務の増等

　

（注）　 職員数は一般職に属する職員数です。
[　　　　]内は、条例定数の合計です。

（５）　年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）
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２　職員の給与の状況２　職員の給与の状況２　職員の給与の状況２　職員の給与の状況

（１）人件費の状況　（平成２５年度決算）

千円 千円 千円

（注）　 人件費には事業費にかかる人件費の分も含んでいます。

千円 千円 千円

（注）　 職員給与費には事業費にかかる給与費の分も含んでいます。

千円

（注）　 １　　職員手当には退職手当を含みません。
２　　給与費は当初予算に計上された額です。

（３）ラスパイレス指数の状況

（注）　1

2

3
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総費用に占める職員
給与費比率　　B/A

％

（参考）２４年度の
総費用に占める職員
給与費比率　　B/A
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（２）職員給与費の状況　（平成２６年度予算）

（参考）
２４年度の人件費率

7.9

人件費率
　　　　B/A

期末・勤勉手当

473,1941,836,454

　　　　計　　　B職員手当

％

水　道

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用い
て、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。
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（４）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成２６年４月１日現在）

①　一般行政職

②技能労務職

（５）　職員の初任給の状況　（平成２６年４月１日現在）

大学卒

高校卒

（６）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成２６年４月１日現在）

大学卒

高校卒

経験年数１０年

172,200円

255,622円 349,100円

292,567円－

名取市

276,500円 298,380円

－

140,100円

技能労務職

－
一般行政職

区分

「平均給料額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給です。
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－

経験年数１５年

299,389円

372,786円

334,856円

宮城県

　　121,600円
　　　　　～137,200円

平均給与月額



（７）　一般行政職の級別職員数の状況　（平成２６年４月１日現在）

（注）　 名取市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

983558

1　級

職員数（人）

主事

2.717.2 29.0
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（８）　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成２５年度） １人当たり平均支給額（平成２５年度）

（普通） （水道）

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　

（９）　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期特例措置 その他の加算措置 定年前早期特例措置
（2％～20％加算） （2％～20％加算）

退職時特別昇給 無 退職時特別昇給 無

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（注）　

（１０）　地域手当（平成２６年４月１日現在）

（注）　 地域手当は平成18年4月１日から新設された手当です。

2,458

111,727

％

国の制度（支給率）

千円

％

支給対象職員数

千円

6

円円

区　　　　分

3

支給対象地域

1,374千円

国名　　　取　　　市

期末手当

1.35

－

勤勉手当

2.60

国

27.025

2.60

0.65

名　　　取　　　市

27.025

1.35

1.45 0.65

21.62

期末手当

２　名取市の退職時特別昇給は平成１７年６月１日から廃止しています。

52.44

36.57

支給職員１人当たり平均支給額（平成２５年度決算）

水　　道

6

宮城県名取市

普通会計

52.44
52.44

2 人

58,098

104,305

１　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

52.44
52.4452.44

 です。

616

支 給 実 績 （平 成 ２５年 度 決 算 ）

30.82
43.70

％宮城県仙台市

43.70
30.82

1.45

（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤勉手当

36.57
21.62

1,383千円

％ 人

24,435千円597千円

3

－

支給率



（１１）　特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

800円

34,065支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

基　準

水　　道

千円

普通会計

円

感染症又は人体に感染症のある家畜伝染病が発生し、若しくは発生する
恐れがある場合に感染症患者等の収容作業又は防疫業務に従事した職
員

日　額

区　　　　　　　　　分

6,779

税務手当 第１種

円

支給実績（平成２５年度決算）

300円

防疫業務手当

特殊勤務手当の種類

千円

支給金額

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） 35.7

日　額

39

3,555

支　　給　　範　　囲

47.8

手当の種類（手当数） 5種類（15）

金　額

1種類（2）

500円

第１種 行路死亡人取扱業務に従事した職員 １件につき 2,000円

第２種 そ族昆虫駆除のため防疫薬剤等の調合又は散布作業に従事した職員 日　額

不快手当

外勤業務手当

1,000円第２種 行路病人取扱業務に従事した職員 １件につき

第３種 と蓄等処理業務に従事した職員 １件につき 500円

200円

第２種 勤務時間外に用地交渉のため外勤業務に従事した職員 日　額 500円

第１種 生活保護のため外勤業務に従事した職員 日　額

200円

第４種
公営住宅使用料、下水道使用料及び受益者負担金等の滞納整理のため
外勤業務に従事した職員

日　額 300円

第３種 地積調査等のため外勤業務に従事した職員 日　額

水火災防ぎよ（火災は放水した場合に限る。）活動に従事した職員 １回につき 300円

200円

第３種 救急業務（傷病者を搬送した場合に限る。）に従事した職員 １回につき
市内 200円

市外 300円

第２種 救助活動に従事した職員 １回につき

１回につき 1,000円

第４種 消防吏員で深夜勤務に従事した職員 １回につき 500円

第５種
救急業務に従事し、救急救命士法施行規則（平成３年厚生省令第44号）
第21条に規定する救急救命処置を行った職員

300円

第２種
勤務時間外に事故発生のため緊急に勤務を命ぜられその業務に従事し
た職員

１回につき 700円

第１種 料金の滞納整理のため外勤業務に従事した職員 日　額

消防防災手当

第１種

水道業務手当

第１種

市税の滞納整理のため外勤業務に従事した職員



（１２）　時間外勤務手当

（１３）　その他の手当（平成２６年４月１日現在）
（上段：普通　下段：水道）

配偶者 13,000円

配偶者以外の扶養親族

　・１人目

　　配偶者がいる場合 6,500円

　　配偶者がない場合 11,000円

　・その他 1人につき6,500円加算

　・扶養親族である子のうち満１６歳の年度始めから

　　満２２歳の年度末までの子１人につき5,000円加算

借家、借間に居住している職員

　ア　月額23,000円以下の家賃を支払っている

　　　職員・・・家賃－12,000円

　イ　月額23,000円を超える家賃を支払っている

　　　職員・・・11,000円＋（家賃-23,000円）/2

交通機関利用者の支給限度・・・月55,000円 交通機関利用者の

交通用具の使用者 支給限度

　ア　普通自動車以外 ・・・月55,000円

・・・使用距離により2,000円～24,500円 交通用具の使用者

　イ　普通自動車

・・・使用距離により2,200円～24,200円

管理、監督の地位にある職員のうち、次の職員

・会計管理者、消防長、部長、社会福祉事務所長、

　議会事務局長：72,570円（88,500円）

・理事：67,338円（77,400円）

・部次長：63,249円（72,700円）

・課長、工事検査監、保健センター、水道事業所長、

　事務局長、消防署長：57,316円（62,300円）

・所長（出張所除く）、館長、園長、

　事務長：45,632円（49,600円）

　臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により週休日又は休日に勤務した管理職手

当の支給を受ける職員

支給額は役職名に応じて5,000円～8,000円

ただし、勤務に従事した時間が6時間を超える

場合は上記の額に100/150を乗じて得た額

職員１人当たり平均支給
年額（平成24年度決算）

普　通

会　計
支　給　実　績

(平成25年度決算)
職員１人当たり平均支給
年額（平成25年度決算）

153,255

支　給　実　績
（平成24度決算）

千円 千円131,005

51,574千円 214,000円

2,182千円 242,444円

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
同異

国の制度と
異なる内容

支給実績
（２５年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額

57,476円

住居手当 同じ －

27,977千円 297,628円

1080千円 270,000円

28,549千円 68,136円

0円 0円

同じ －

・参事、技術参事、指導主事：47,748円（51,900円）

管理職員特別
勤務手当

－

0円 0円

千円

千円

40,374千円

同じ

管理職手当

通勤手当 異なる

千円236水　道

扶養手当 同じ

651,194円

677千円 677,472円

・・・使用距離により
2,000円～24,500円

1,207千円

5,189

312

－

千円 271

千円 372 千円7,069



　正規の勤務時間として午後10時から翌日の

午前５時までの間に勤務する職員

（給料の月額＋地域手当）×12 ×

１週間の勤務時間40×52

×深夜勤務時間数

　休日（祝日、年末年始）に正規の勤務時間中に

正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた

職員

（給料の月額＋地域手当）×12 ×

１週間の勤務時間40×52

×正規の勤務時間中に勤務した全時間数

　宿直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員

　　　１回につき　　4,200円

　災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の

地方公共団体から派遣された職員が住所又は

居所を離れて本市の区域に滞在する場合

　平成16年10月29日から引き続き旧寒冷地に在

勤する職員に対し、11月から3月まで各月支給

※平成２１年度以降、支給対象者なし。

※管理職手当の（　　)内は、減額措置を行う前の額であり、平成１５年度から減額をしています。

（１４）　特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

926,250　円 （平成２４年度支給割合）
764,360　円 ２．９５ 月分

504,000　円
420,000　円 ２．９５ 月分
395,000　円

（算定方式） （支給時期）
給料月額×在職月数×０．４４ 任期毎
給料月額×在職月数×０．２６ 任期毎

※平成１５年度から市長の給料は５％、副市長の給料は３％減額しています。
※平成２０年度途中から収入役に代わり会計管理者制度を採っています。

3,970円

5,870円30日を超え、60日以内の期間

5,140円60日を超える期間

3,970円

27,774千円

3,970円

6,620円

－

給　　料　　月　　額　　等

公用の施設又はこ
れに準ずる施設（１

日につき）

その他の施設
（１日につき）

副議長

区　分

0円

報
　
酬

退
職
手
当

副市長
市　長

議　員

議　長

副市長
給
　
料

期末手当
市　長

-

同じ

-

-

00千円 0円

0円 0円

－

7,500千円

0円

12,600円

－

-

－

28,572千円

63千円

750,649円

0円

146,523円

同じ －

寒冷地手当

100

休日勤務手当

災害派遣手当 滞在した期間＼施設の利用

同じ

同じ

30日以内の期間

135

手当名 内容及び支給単価

宿日直
勤務手当

夜間勤務手当
25

100

国の制
度との
同異

97,403円

同じ

0円

支給実績
（２５年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額

国の制度と
異なる内容



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　（１）　勤務時間等の状況

　　・勤務時間・・・午前８時３０分から午後５時１５分まで

　　　　　　　　　　　（休憩時間を除く１日７時間４５分、週３８時間４５分勤務。再任用短時間職員は

　　　　　週３１時間、２３時間１５分勤務）　　

　　　　　　　　　　　※勤務時間は勤務場所により異なる。

　　 　　　　　　　　　　平成２１年度から勤務時間の短縮を実施。

　　 　　　　　　　　　　平成１７年度より育児・介護のための早出遅出勤務あり。

　　　 　　　　　　　　　平成２０年度より育児短時間勤務あり。

　　・週休日・・・土曜日及び日曜日

　　　（再任用短時間勤務職員はさらに１日か２日週休日を設けることができる。）

　　・休　日 ・・・国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで）

　　・休憩時間・・・午後零時から午後１時までの１時間

　（２）　休暇制度

　　・年次有給休暇・・・１暦年につき２０日間付与。新規採用職員は１５日間付与。

　　　　　　　　　　　　　　前年付与日数につき、翌年へ繰り越し可能。

　　　 （必要に応じて時間単位の取得も可能。）

　　　　◎　平成２５年の平均取得日数は　９．３日で消化率は23.7％

（消化率は繰越分を含めて計算しています。）

　　・病気休暇・・・負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認め

　　られる場合の休暇　　

ア　公務上の負傷若しくは疾病・・・必要と認められる期間

イ　結核性疾病・・・１年以内で必要と認められる期間　

ウ　結核性以外の私傷病・・・９０日以内で必要と認められる期間

　◎　平成２5年度の３０日超の病気休暇取得件数は　１７件

　　・特別休暇・・・結婚、出産、忌引など特別の事由により、勤務しないことが相当である場合の有給休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

特別休暇の種類

選挙権その他の公民とそての権利を行使するための休暇

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所等官公署へ出
頭するための休暇

骨髄もしくは末梢血幹細胞の提供のための休暇

ボランティア休暇

国、県または市が行う職務に必要な資格、昇任試験を受験
する休暇

親族の葬儀等

追悼休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

１年に５日以内

公共団体から表彰を受けるための休暇

災害・交通機関のトラブル休暇

１日～１０日

１日以内

７月から９月までの間に５日間

必要と認められる期間

付与日数

必要と認められる期間

夏季休暇

高校・大学の通信教育の面接授業に出席するための休暇

必要と認められる期間結核による勤務の軽減



　　・介護休暇・・・職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病、または老齢により日常

　　生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しいないことが相当であると

　　認められる場合の休暇。最長６月以内で勤務しない時間については給料を減額。

　　◎　平成２５年度の介護休暇取得者数　０人

　　・育児休業・・・職員が３歳に満たない子を養育するため、３歳に達する日まで取得することが

　　できる無給の休業制度。

　　◎　平成２５年度の育児休業の取得状況

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

11 人 4 人 0 人

14 人 2 人 0 人

11 人 4 人 0 人

14 人 2 人 0 人

（注）上段は平成２５年度より新たに育児休業を取得した者の数

　　　 下段は平成２４年度以前から平成２５年度までにかけて引き続き育児休業を

　 　　取得した者の数

　　◎　平成２５年度中に新規で育児休業を取得した職員数　８人のうち

　　　　　育児休業承認期間　１年以下　　５人

　　　　　　　　　　　　　　　　１年を超えて２年以下　　６人

　　　　　　　　　　　　　　　　２年を超えて３年以下　　０人

２日以内

１日１時間以内

５日以内

必要と認められる時間

育児休暇（子が満１歳未満）

１日１時間以内

妊娠障害（つわり）休暇

妊娠中、交通混雑により母体の健康維持に支障がある場合の休暇

妊娠中の休息・補食の時間

１０日以内

育児休業取得者数 部分休業取得者数 育児短時間勤務者数

男　性

女　性

計

妊娠中・出産後の健康診査休暇

出産休暇

妻の出産休暇

結婚休暇

５日以内

必要と認められる時間

必要と認められる時間

出産予定日の８週間前から産後８週間まで　

２日以内

流産休暇（妊娠12週目まで）

必要と認められる期間

必要と認められる期間

付与日数

職務に関連する海外視察、派遣団に参加する休暇

看護休暇（小学校就学前の子の看護）

生理休暇

看護休暇（配偶者及び上段の子以外の２親等以内の親族の看護）

５日以内。ただし未就学の子が2人以上
の場合には１０日以内。

短期介護休暇（父母、子、配偶者の父母、同居の祖父母、
孫、兄弟姉妹の介護）

５日以内。ただし要介護者が2人以上の
場合には１０日以内。

１０日以内

国、地方公共団体等が主催する運動競技会に参加するための休暇

特別休暇の種類

子の健康診査・予防接種休暇

男性職員の育児参加休暇（妻の産前産後期間中）

連続７日以内（土日含む）



４　職員の分限及び懲戒処分の状況４　職員の分限及び懲戒処分の状況４　職員の分限及び懲戒処分の状況４　職員の分限及び懲戒処分の状況

　　（１）　分限処分

　　分限処分とは、勤務実績不良の場合や心身の故障の場合、またはその職に必要な適格性を

　　欠く場合等において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる

　　処分である。

　　・平成２５年度分限処分者数 （単位：人）

処分の種類

処分の具体的な事由

勤務成績がよくない場合 0 0 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 1 0 1

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0

※同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合はその数を重複して計上している。

　（２）　懲戒処分

　懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し、もしくは職務を怠った場合、または

　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序を維持し、回復を図る

　ために行われる処分である。

　平成２５年度中に懲戒処分の対象となった職員は０人。

５　職員の服務の状況５　職員の服務の状況５　職員の服務の状況５　職員の服務の状況

　地方公務員法第３０条の規定により、職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し

　(身分上の義務)、　職務の遂行に当たっては、全力を挙げて専念しなければならない(職務上

　の義務)とされており、下記の義務や制限が定められている。

免職

法の規定

身
分
上
の
義
務

職
務
上
の
義
務

法第３３条

法第３４条

法第３６条

法第３７条

政治的行為の制限・・・職員の政治的中立による継続的安定的な行政の執行
                             の確保

法第３８条

法第３２条

法第３５条

信用失墜行為の禁止・・・　職員が職の信用を失墜させる行為により公務全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　の信用を損なうことを防止

秘密を守る義務・・・秘密の公表による公益及び住民のプライバシーの侵害の
　　　　　　　　　　　　 防止

職務に専念する義務・・・能率的で秩序ある行政の執行の確保

営利企業等の従事制限・・・営利企業等の従事による職務遂行への悪影響の
                             　　      防止

争議行為等の禁止・・・秩序ある公務の執行の確保

法令等及び上司の職務命令に従う義務・・・法律に基づく、秩序ある行政の執
                                                     　　  行の確保

服務の具体的内容

休職 降給 合計

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

降任



６　職員の研修の状況６　職員の研修の状況６　職員の研修の状況６　職員の研修の状況

平成２５年度研修実績

実績（人） うち女性（人） 比率（％）

市町村職員中央研修所　計 4 1

（専門実務） 4 1

（自治政策課題） 0 0

自治大学校 0 0

東北六県中堅職員研修 0 0

建設大学校 0 0

宮城県市町村職員研修所　計 118 56

（部次長職・管理者Ⅲ） 0 0

（課長職・管理者Ⅱ） 10 3

（課長補佐・管理者Ⅰ） 16 4

（現任係長・監督者） 13 2

（新任係長・監督者） 14 10

（一般職・一般Ⅱ） 19 11

（一般職・一般Ⅰ） 16 11

（新採職員） 20 7

（任期付職員） 0 0

（労務職員） 0 0

（OA研修） 10 8

仙南四市職員研修運営協議会 29 10

（法令） 17 6

（コミュニケーション向上） 12 4

自主研修（市単独） 0 0

その他専門研修等 59 14

210 81 38.6

７　職員の勤務成績の評定の状況７　職員の勤務成績の評定の状況７　職員の勤務成績の評定の状況７　職員の勤務成績の評定の状況

実施していません。

８　職員の福祉及び利益の保護の状況８　職員の福祉及び利益の保護の状況８　職員の福祉及び利益の保護の状況８　職員の福祉及び利益の保護の状況

　（１）　福利厚生制度に関する状況

医療機関等が実施する一般検診（３５歳、４０歳以上の希望者）

406人

174人

脳ドック

胃がん検診

子宮がん検診

乳がん検診 79人

頸部・体部細胞診（３０歳以上の女子）

181人

触診・マンモグラフィー（３０～３９歳の女子、４０歳以上偶数年齢の女子）

医療機関等が実施する脳検診（４０歳以上の希望者）

122人

区　　分

Ｘ線間接撮影（３０歳以上）

市が実施する一般検診

研 修 名

88人

定期健康診断

人間ドック

受診者数 内　　　容　　　等

合計



　（２）　公務災害補償

地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害または死亡）や通勤に

よる災害によって生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものである。

・平成２５年度認定の補償等の状況 （単位：人）

計

9

　（３）　職員互助会の状況

　名取市職員互助会は、地方公務員法第４２条及び第４３条の規定の趣旨に従い、会員及びその

家族の相互扶助、会員の研修並びに福利厚生その他の事業を行い、もって市政の運営に寄与する

ことを目的として運営されています。

・会員数（平成26年4月1日現在）：627人

・決算額：20,069千円

・会　費 ：11,003千円（給料の5/1,000）

・主な事業内容：福利厚生事業（売店の運営　等）

　　　　　　　　　　 各種給付事業（結婚祝金、出産祝金、永年勤続祝金、リフレッシュ給付金、

 　                                　　　  自己啓発給付金　等）

９　公平委員会にかかる業務の状況９　公平委員会にかかる業務の状況９　公平委員会にかかる業務の状況９　公平委員会にかかる業務の状況

　（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況

　　　　　なし

　（２）　不利益処分に関する不服申立ての状況

　　　　　なし

　（３）　職員の苦情相談の状況

　　　　　なし
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療養補償

0 0 0

障害補償 遺族補償

補　　　　　　　償
福祉事業


